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はじめにはじめにはじめにはじめに    

 

 昨今の急速な情報通信技術の発展は、単に経済産業システムの高度化・効率化等とい

った枠にとどまらず、今や住民生活における様々な分野にまでその影響を及ぼしてきて

おり、社会全体の安心・安全を支える基盤として、ＩＣＴは大変重要な役割を担ってき

ております。 

 そういったＩＣＴの新たな展開とともに、地域社会においては、ここ数年「広域化」

といった動きが各地で具体化してきております。従来、地域単独で解決していた問題を

関係地域が一体となり、より効率・効果的な処理を図っていこうとするこの考え方に関

しても、ＩＣＴは大きく貢献できる分野であると思っております。そして、この広域化、

というキーワードが地域社会において何よりも求められる分野のひとつが、今回の調査

検討のテーマである「危機管理対応」ではないかと考えられます。当然のことながら、

対応に向けては、その基本となる「危機管理情報」の伝達・共有化を個々に求められる

ケースに応じていかに実現させていくかが重要となります。そのためには、当該情報を

対象とした情報通信システム基盤、いわゆるプラットフォームを地域間においてどのよ

うに構築していくかが課題となりますが、緊急性、秘匿性等、その他一般的な情報と異

なる性質を持つ危機管理情報においては、新たな技術の導入も視野に入れた幅広い観点

からのアプローチも必要となります。また、このような調査検討に関する取り組みを着

実に進めていくためには、地域の垣根を越えた産学官連携による検討体制が重要ですが、

幸いなことに、ここ九州においては、ＪＧＮプロジェクトをベースとし、各地域間を広

域接続する実証実験等の活動が、数年前より積極的に展開されてきており、九州広域間

を対象としたネットワーク技術、ヒューマンネットワーク等の蓄積が進んでおります。

今回の調査検討体制が実現できたのも、こういったこれまでの九州における広域ＩＣＴ

に関する取り組みがあったからこそではないかと思っております。 

 調査検討委員会を発足後、わずかな期間ではありましたが、九州内の実フィールドを

活用した実証実験をはじめとし、様々な調査検討が進められ、本報告書がここに完成い

たしました。委員の皆様、並びに実証実験を推進していただきました作業部会の関係者

の皆様方に対して、心より敬意とお礼を申し上げ、今回の調査検討結果が、今後の九州

地域の広域的危機管理体制の更なる発展に少しでも寄与できることを祈念し、ご挨拶と

させていただきます。 

 

平成２１年３月 

 

九州広域ＩＣＴプラットフォーム調査検討会 

座長  尾家 祐二 

（国立大学法人九州工業大学情報工学部教授） 
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１．目的 

 

従来から台風常襲地帯である九州地域では、自然災害時等における危機管理への認

識も高く、各県ごとに危機管理体制の整備が進められてきたところであるが、県域単

位での危機管理には限界があるため、より広域的な情報収集とその情報に基づく迅速

な対策を可能とする県域など行政区域を越えた危機管理体制の確立が求められると

ころである。特に感染症や家畜伝染病は、発症後は感染拡大阻止の緊急対策が求めら

れるため、短時間で正確な情報収集と関係部署の連携による情報共有が必要となる。 

そのため、ＩＣＴを活用して正確かつ迅速な情報の入手とその共有化を図り、被害

の最小限化とともに地域住民の安心・安全な生活の確保を目的とした、九州広域での

危機管理体制確立のための情報通信（ＩＣＴ）プラットフォーム構築に向けた調査検

討を行うものである。 

 

【調査検討イメージ】 

 

地域情報ハイウェイ等

地域情報ハイウェイ等

地域情報ハイウェイ等

（１）広域ネットワークシステムの構築
（２）広域アプリケーションサービスの確立
（３）広域ＩＣＴプラットフォーム管理運営体制の確立

検討項目

各県相互接続各県相互接続各県相互接続各県相互接続インフラインフラインフラインフラ

九州広域九州広域九州広域九州広域ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴプラットフォームプラットフォームプラットフォームプラットフォーム

広域ネットワークシステム

広域アプリケーションサービス

((((１１１１) ) ) ) 広域広域広域広域ネットワークシステムネットワークシステムネットワークシステムネットワークシステムのののの構築構築構築構築
・・・・異種異種異種異種ネットワークネットワークネットワークネットワーク相互接続上相互接続上相互接続上相互接続上でのでのでのでの最適通信経路確立技術検討最適通信経路確立技術検討最適通信経路確立技術検討最適通信経路確立技術検討
・・・・劣悪劣悪劣悪劣悪ネットワークネットワークネットワークネットワーク環境下環境下環境下環境下におけるにおけるにおけるにおける情報伝達保障技術検討情報伝達保障技術検討情報伝達保障技術検討情報伝達保障技術検討

((((３３３３) ) ) ) 広域広域広域広域ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴプラットフォームプラットフォームプラットフォームプラットフォーム管理運営体制管理運営体制管理運営体制管理運営体制のののの確立確立確立確立 ((((２２２２) ) ) ) 広域広域広域広域アプリケーションサービスアプリケーションサービスアプリケーションサービスアプリケーションサービスのののの確立確立確立確立
・・・・アプリケーションアプリケーションアプリケーションアプリケーション基盤技術基盤技術基盤技術基盤技術のののの検討検討検討検討
・・・・具体的具体的具体的具体的サービスモデルサービスモデルサービスモデルサービスモデルのののの検討検討検討検討

地域情報ハイウェイ等
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２．実施内容 

 

◇ 調査検討 

ＩＣＴプラットフォームの構築及び当該プラットフォーム上で稼動するアプリケ

ーションサービスの確立について、諸々の課題を明確化し、解決方策の検討を進め、

九州広域ＩＣＴプラットフォームの具体的な展開モデルの提案を行うとともに、実フ

ィールド環境下における実証実験を通じた具体的課題抽出並びにその検討を行った。 

 

◇ 実証実験 

実証実験に際しては、実験対象とする危機管理情報として、正確で迅速な情報収集

と情報伝達が必要不可欠な防疫分野を想定することとした。 

東九州地域ではここ数年の間に、口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザなどの家畜感

染症が発生し、生産者をはじめ監督機関・流通販売事業者・消費者に大きな影響を与

えたことは記憶に新しいところであり、発生源によっては県境を越えた対策が求めら

れる場合があることも認識されている。このため、平成１８年度より大分県で稼動し

ている「家畜防疫マップシステム」を活用した広域防疫情報共有システムを具体的な

アプリケーションとし、フィールドとしては大分および宮崎両県よりモデル地域を選

定し、地域公共ネットワーク（豊の国ハイパ－ネットワーク・宮崎情報ハイウェイ２

１）を相互接続した実験環境を構築した。 

また、家畜伝染病等が発生する箇所は都市部や住宅地から離れた情報通信基盤の整

備が遅れている地域が多く、迅速な情報収集や情報伝達ができずに初期対応に遅れを

生じる恐れがあることから、危機管理情報発生地点から当該システムへタイムリーな

情報をもたらす迅速・効率的な情報伝達手段を含めた総合的なアプローチからの実験

環境を構築した。 

 

◇ 周知啓発イベント 

調査検討した成果を広く周知し、広域的危機管理のためのＩＣＴプラットフォーム

実現に向けた周知啓発イベントとして、平成２１年２月２４日、大分市において「九

州広域ＩＣＴプラットフォームシンポジウム in大分」を開催した。 
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３．実施体制 

 

◇ 調査検討会 

本調査検討の実施に際し、学識経験者、九州各県の情報政策担当、ＩＣＴ関係団体、

九州情報通信連携推進協議会（ＫＩＡＩ）のメンバーから構成する「九州広域ＩＣＴ

プラットフォーム調査検討会」を設置した。 

 

◇ 作業部会 

調査検討における実証実験等を円滑・効率的に進めるため、調査検討会の決定に基

づき、大分県、宮崎県の情報通信分野及び防疫（畜産）分野の関係者、並びに九州情

報通信連携推進協議会（ＫＩＡＩ）関係者により組織する「九州広域ＩＣＴプラット

フォーム調査検討会作業部会」を設置した。 

 

巻末の参考資料１に「九州広域ＩＣＴプラットフォーム調査検討会 開催要綱」、資

料２に「九州広域ＩＣＴプラットフォーム調査検討会 構成員名簿」、資料３に「九州

広域ＩＣＴプラットフォーム調査検討会 作業部会開催要綱」、資料４に「九州広域Ｉ

ＣＴプラットフォーム調査検討会 作業部会構成員名簿」を示す。 

 

 

九州広域ＩＣＴプラットフォーム調査検討会

座長：学識経験者（大学教授等）
座長代理：学識経験者（大学教授等）
委 員：各県情報政策担当

各県ＩＣＴ関係団体（企業・研究機関等）

九州情報通信連携推進協議会のメンバーにより組織

部会長：実験地域のICT有識者
部会員：畜産及び防疫関係者

(行政、研究機関等)

ＩＣＴ関係者
(行政、地域団体等)

＜主な検討事項＞
・九州広域ＩＣＴプラットフォーム構築の検討
・防疫情報の広域共有化のための実証実験の検討

・周知啓発イベントの検討
・調査研究成果の取りまとめ

実験フィールド（大分県・宮崎県）の検討会
構成員をコアとして、両県の防疫・畜産関係
者、九州地域のＩＣＴ専門家等により組織

作業部会

調査検討会

<主な検討事項>
・防疫情報の広域共有化のための実証実験の

実施計画策定、環境構築、関係機関調整
・実証実験の実施及び結果の取りまとめ
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４．実施スケジュール 

 

◇ 平成２０年７月２４日「第１回調査検討会」 開催 

（場所：総務省九州総合通信局） 

・調査検討会の設置（開催要項の承認、座長の選任等） 

 ・調査検討会の進め方 

 ・具体的な検討内容、スケジュール等の確認 

 ・実証実験の概要検討（実験項目、ネットワーク構成、実施体制、実施時期等） 

 

◇ 平成２０年９月１０日「第１回作業部会」開催 

（場所：大分県庁内会議室） 

・調査検討の概要について 

 ・作業部会の進め方について 

 ・実証実験の実施及びスケジュール等について 

 

◇ 平成２０年１１月４日「第２回作業部会」開催 

（場所：宮崎県庁内会議室） 

・実証実験の実施に向けた調整 

 

◇ 平成２０年１１月１３日「実証実験１」実施 

（場所：大分県庁 及び 宮崎県庁） 

※詳細は「２章 実証実験結果報告」参照 

 

◇ 平成２０年１２月５日「実証実験２」実施 

（場所：宮崎県東臼杵郡美郷町西郷区） 

※詳細は「２章 実証実験結果報告」参照 

 

◇ 平成２０年１２月１２日「第２回調査検討会」開催 

（場所：福岡市博多区朝日ビル内会議室） 

・実証実験結果の報告 

・九州広域ＩＣＴプラットフォーム実現に向けた検討 

・周知啓発イベント企画（案）の確認 

 

◇ 平成２１年２月２日「第３回作業部会」開催 

（場所：大分市ソフィアホール会議室） 

・報告書案（実証実験結果報告）の説明及び確認 

 ・周知啓発イベント（シンポジウム）について 
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◇ 平成２１年２月２４日「九州広域ＩＣＴプラットフォームシンポジウム in 大分」 

開催 

（場所：大分市アイネス大会議室） 

※ 詳細は別途「３章 九州広域ＩＣＴプラットフォームシンポジウム in 大分 開

催結果報告」参照 

 

◇ 平成２１年３月１２日「第３回調査検討会」開催 

（場所：熊本市ＫＫＲホテル熊本） 

・シンポジウムの報告 

・調査検討報告書（案）の検討 
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第第第第２２２２章章章章    実証実験結果実証実験結果実証実験結果実証実験結果 



 
 



 
 

１．実証実験の実施 

 

実証実験は、行政機関における危機情報の水平展開を検討する「複数の県における

危機管理情報の広域共有化実験」、情報通信インフラが未整備な発生現場からの迅速

かつ効率的な情報伝達手法を検討する「地理的条件不利地域における危機管理情報の

伝送実験」の２点について、以下のシミュレーションに基づき実施した。 

 

（１）実証実験１ 

大分県および宮崎県の県境で家畜伝染病が発生したケースを想定し、両県間の公共

ネットワークの相互接続並びに共通のアプリケーションソフト（家畜防疫マップシス

テム）を活用することによる仮想のプラットフォームを構築する。プラットフォーム

上で連携させる防疫対策情報の質や量、またシステムの操作性等を検証し、構築した

仮想プラットフォームの総合的な有用性等を評価する。 

 

（２）実証実験２ 

地理的条件不利（情報通信インフラ未整備）地域において、家畜伝染病をはじめと

した様々な危機管理情報を迅速・効率的に伝達する手法を検討する。具体的には、情

報通信インフラ未整備地域におけるテンポラリー（臨時的）なネットワークインフラ

の構築と、危機管理発生現場からの移動時間を有効に活用することが可能な情報通信

システム（継続的なデータ伝送手段）確立に向けた実験を行う。 

 

   

豊豊豊豊のののの国国国国
ハイパーネットハイパーネットハイパーネットハイパーネット
ワークワークワークワーク

豊豊豊豊のののの国国国国豊豊豊豊のののの国国国国
ハイパーネットハイパーネットハイパーネットハイパーネットハイパーネットハイパーネットハイパーネットハイパーネット
ワークワークワークワークワークワークワークワーク

宮崎情報宮崎情報宮崎情報宮崎情報
ハイウェイハイウェイハイウェイハイウェイ２１２１２１２１

宮崎情報宮崎情報宮崎情報宮崎情報宮崎情報宮崎情報宮崎情報宮崎情報
ハイウェイハイウェイハイウェイハイウェイ２１２１２１２１ハイウェイハイウェイハイウェイハイウェイ２１２１２１２１

仮想広域仮想広域仮想広域仮想広域ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴプラットフォームプラットフォームプラットフォームプラットフォーム

実証実験２イメージ

危機管理発生現場からの
迅速・効率的情報伝達手段

・臨時的ネットワークイン
フラ構築
・移動中の継続的データ伝
送確立

実証実験１イメージ
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２．実証実験１結果 

 

（１） 実験内容 

①概要 

家畜伝染病が大分および宮崎県境で発生し、その影響が双方に及ぶことを想

定し、県同士が迅速な対応を実施できるための情報共有のあり方を実験課題と

して、以下の２点に着目した実証実験を行った。 

 実験課題 課題解決手法（実験手段） 

Ⅰ 

【ネットワークプラットフォームの

検証】 

県庁間を直接結ぶ TV 会議システムの

構築と、その有用性・有効性を検証 

両県庁内に TV 会議システムを設置し、

庁内 LAN、県域ネットワーク、JGN2plus

を相互接続するネットワークを構築 

Ⅱ 

【アプリケーションプラットフォーム

の検証】 

県庁間で家畜伝染病に関係する情報を

共有するアプリケーションの有用性・

有効性を検証 

家畜防疫マップシステムをアプリケー

ションプラットフォームとして、地図

情報の映像を共有しながら直接対話・

情報交換できる環境を構築 

なお今回の実証実験は、現実的な演習を行うものではなく、情報通信の有効性

を検証するものである。そのためアプリケーションプラットフォームにおいて利

用する家畜防疫マップシステムの使用データは、実際に登録されているデータで

はなく、たんに広域のなかでの位置情報を任意に入力したデータとした。またそ

のデータは、ＴＶ会議システムを使った双方の画面表示による情報共有を基本と

した。 

②日時 

  平成２０年１１月１３日（木）１４時００分～１６時００分 

③場所 

 ・大分県庁３０１会議室 

 ・宮崎県庁７４３会議室 

④参加者 

２０名（内大分県１０名 宮崎県１０名） 

  ⑤実証実験構成・・・・・・・・・・ 【実証実験１全体構成図】参照 

ア ネットワーク基盤構築・・・・ 【ネットワーク構成図】参照 

JGN2plus で接続した県域ネットワーク（豊の国ハイパーネットワーク、宮

崎情報ハイウェイ２１） を介し、両県の庁内ＬＡＮをＬ２接続するネット

ワーク基盤を構築した。 

イ 通信機器設置・・・・・・・・ 【ＴＶ会議装置構成図】参照 

ハイビジョン映像とＰＣ画面が伝送できるＴＶ会議装置を両県会場に設

置し、関係者同士の対話とＰＣ画像情報共有の環境を構築した。またＴＶ会

議装置にディスプレイとビデオプロジェクタを接続し、双方のＰＣ画面を比
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較できるように設置した。 

ウ 情報共有アプリケーション 

家畜防疫マップシステムを使い家畜伝染病発生初期段階での情報共有・情

報交換の実験を実施した。両県の県境で順次に相次いで家畜伝染病が発生し

たことを想定して、発生県側から隣県に伝えるという手順で、相互の通信実

験を実施した。また共有する情報の質や量、利用システムの操作性、ネット

ワークレスポンス、業務連携の実用性などについて技術面と運用面から評価

した。 
 

【実証実験１全体構成図】 

防疫MAP

TV会議装置

××××
××××
××××

××××
××××

××××

共通共通共通共通ののののアプリケーションアプリケーションアプリケーションアプリケーションをををを用用用用いたいたいたいた情報共有情報共有情報共有情報共有

テレビテレビテレビテレビ会議会議会議会議システムシステムシステムシステムをををを活用活用活用活用したしたしたした情報交換情報交換情報交換情報交換

九州広域ＩＣＴプラットフォーム調査研究 実証実験１ 全体構成図

××××
××××
××××

××××
××××

××××

宮崎宮崎宮崎宮崎県県県県 大分大分大分大分県県県県

県境の複数地点による家畜伝染病の発生時における共通のアプリケーション、テレビ会議システムを
利用した防疫情報の共有化による防疫対策への有効性を検証

県境の複数地点による家畜伝染病の発生時における共通のアプリケーション、テレビ会議システムを
利用した防疫情報の共有化による防疫対策への有効性を検証

宮崎情報宮崎情報宮崎情報宮崎情報
ハイウェイハイウェイハイウェイハイウェイ２１２１２１２１

宮崎情報宮崎情報宮崎情報宮崎情報
ハイウェイハイウェイハイウェイハイウェイ２１２１２１２１ 豊豊豊豊のののの国国国国

ハイパーネットワークハイパーネットワークハイパーネットワークハイパーネットワーク

豊豊豊豊のののの国国国国
ハイパーネットワークハイパーネットワークハイパーネットワークハイパーネットワーク

県間県間県間県間ネットワークネットワークネットワークネットワークのののの構築構築構築構築

【【【【仮想発生現場仮想発生現場仮想発生現場仮想発生現場】】】】 【【【【仮想発生現場仮想発生現場仮想発生現場仮想発生現場】】】】

県境で発生！ 県境で発生！

【【【【仮想仮想仮想仮想九州広域九州広域九州広域九州広域IC Tプラットフォームプラットフォームプラットフォームプラットフォーム】】】】

防疫MAP

TV会議装置

【【【【検証項目検証項目検証項目検証項目】】】】
①①①①連携情報連携情報連携情報連携情報のののの質質質質、、、、量量量量
②②②②システムシステムシステムシステムのののの操作性操作性操作性操作性
③③③③ネットワークレスポンスネットワークレスポンスネットワークレスポンスネットワークレスポンス
④④④④連携連携連携連携のののの実用性実用性実用性実用性 等等等等

【【【【検証項目検証項目検証項目検証項目】】】】
①①①①連携情報連携情報連携情報連携情報のののの質質質質、、、、量量量量
②②②②システムシステムシステムシステムのののの操作性操作性操作性操作性
③③③③ネットワークレスポンスネットワークレスポンスネットワークレスポンスネットワークレスポンス
④④④④連携連携連携連携のののの実用性実用性実用性実用性 等等等等
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【ネットワーク構成図】 

 

【ＴＶ会議装置構成図】 

 

JGN２２２２Plus
VLAN１１９２１１９２１１９２１１９２

九州九州九州九州８８８８ 九州九州九州九州７７７７

宮崎情報宮崎情報宮崎情報宮崎情報ハイウェイハイウェイハイウェイハイウェイ２１２１２１２１ 豊豊豊豊のののの国国国国ハイパーネットワークハイパーネットワークハイパーネットワークハイパーネットワーク

宮崎県庁宮崎県庁宮崎県庁宮崎県庁LAN 大分県庁大分県庁大分県庁大分県庁LAN

L2接続接続接続接続 L2接続接続接続接続

L2接続接続接続接続 L2接続接続接続接続

L2接続接続接続接続
L2接続接続接続接続

１１１１Gbps １００１００１００１００Mbps

Port７７７７ Port５５５５

１００１００１００１００Mbps１００１００１００１００Mbps

１００１００１００１００Mbps１００１００１００１００Mbps

HiVisionTV会議装置
PCS-XG80

外部ビデオカメラ
（現場中継イメージ）

外部ビデオカメラ

マイク

マイク 防疫MAP

防疫MAP

40inchHiVision
液晶ディスプレイ

豊豊豊豊のののの国国国国
ハイパーネッハイパーネッハイパーネッハイパーネットトトト
ワークワークワークワーク

豊豊豊豊のののの国国国国豊豊豊豊のののの国国国国
ハイパーネッハイパーネッハイパーネッハイパーネッハイパーネッハイパーネッハイパーネッハイパーネットトトトトトトト
ワークワークワークワークワークワークワークワーク

宮崎情報宮崎情報宮崎情報宮崎情報
ハイウェイハイウェイハイウェイハイウェイ２１２１２１２１

宮崎情報宮崎情報宮崎情報宮崎情報宮崎情報宮崎情報宮崎情報宮崎情報
ハイウェイハイウェイハイウェイハイウェイ２１２１２１２１ハイウェイハイウェイハイウェイハイウェイ２１２１２１２１

スイッチャー
AWS-G500

宮崎県庁 大分県庁

HiVisionTV会議装置
PCS-XG80

40inchHiVision
液晶ディスプレイ

庁内庁内庁内庁内LANLANLANLAN庁内庁内庁内庁内庁内庁内庁内庁内LANLANLANLANLANLANLANLAN庁内庁内庁内庁内LANLANLANLAN庁内庁内庁内庁内庁内庁内庁内庁内LANLANLANLANLANLANLANLAN

機材協力：ソニーマーケティング（株）

プロジェクタ

プロジェクタ
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⑥実施シナリオ 

以下のとおり、３つのセッションに分けて実施した。 

ア セッション１ 

家畜伝染病が大分県で発生し、その発生ポイント情報を宮崎県に伝え情報

共有する。以下に手順を示す。 

発生県（大分県） 隣県（宮崎県） 

ⅰ 接続先確認→発呼 ⅰ 受信 

ⅱ 接続確認 ⅱ 接続確認 

ⅲ 音声映像双方向導通確認 ⅲ 音声映像双方向導通確認 

ⅳ 大分防疫マップデータ表示  

ⅳ 大分防疫マップデータ受信 ⅳ 大分防疫マップデータ送信 

（発生地点 GIS 座標通知） ⅳ 宮崎防疫マップ作成表示 

ⅵ 消毒ポイント等付帯情報送信 

      両県検討 

ⅵ 宮崎防疫マップデータ送信 

両県検討 

ⅶ 宮崎側マップ受信・比較確認  

ⅷ 接続解除 ⅶ 接続解除確認 

イ セッション２ 

セッション１の直後、家畜伝染病が宮崎県で発生し、その発生ポイント情

報を大分県に伝え情報共有する。手順はセッション１における発生県と隣県

を入れ替えて実施した。情報共有した防疫マップの画面表示例を以下に示す。 

 

 

また家畜防疫マップの設定条件を以下に示す。 

・大分および宮崎両県でそれぞれシステムを立ち上げ運用 

・農家の位置情報は各県単位で管理し隣県のものは持たない 

・発生地点の緯度経度情報は小数点以下１３桁の秒単位で表示 

【防疫マップデータ表示】 【発生ポイント表示】 【発生座標データ表示】 

【大分県制限区域表示】 【両県制限区域同時表示】 
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ウ セッション３ 

このセッションでは、実施した実証実験について、両県の関係者を交えて

意見交換を行った。協議のポイントを以下に示す。 

・ネットワークについて 

・共有情報の質や量について 

・利用システムの操作性について 

・業務連携の実用性について 

 

（２） 実験結果 

①実験課題Ⅰ【ネットワークプラットフォームの検証】 

今回構築した実証実験のネットワーク上で、10Mbps の帯域幅を必要とするハ

イビジョンＴＶ会議システムを稼動させたが、ビット落ちによる画像のモザイク

ノイズや音飛びなどは全く発生せず、安定的な遠隔コミュニケーションが確認さ

れた。既存のネットワークを相互接続することで安定的な県庁間ネットワーク環

境を提供できることが検証できた。 

②実験課題Ⅱ【アプリケーションプラットフォームの検証】 

高画質・高音質のＴＶ会議システム上において、家畜防疫マップシステムの位

置情報や画像データを相互に交換することで、それぞれの行政担当エリア内の制

限区域設定や区域内農場の抽出が、短時間で実現できた。これにより隣県で家畜

伝染病が発生した場合でも、情報共有できるプラットフォームがあれば迅速な対

応が可能であると実証された。 

 

  ◎セッション３における評価や提言 

実証実験セッション３の両県関係者による協議から、上述と同様の評価を得る

とともに、広域なプラットフォームの構築や運用上の問題点、また課題等につい

て多くの提言が寄せられた。 

 

ア 技術的評価 

・県庁間のネットワーク構築について 

県間は JGN2plus の 100Mbps、県域ネットワーク内はそれぞれ最大 100Mbps

の L2VLAN（JGN2VLAN1192）で接続した。TV 会議の通信速度は 10Mbps に設定

しフルハイビジョン動画と PC データを相互に伝送したが、ビット落ちや通

信断等は発生せず安定した音声や映像の相互通信が検証された。 

・ＴＶ会議システムを用いた防疫マップ情報の共有 

TV会議は動画像とPC画像を同時に送ることが出来るデュアルモードに設

定した。PC の描画やカーソル移動等、リアルタイム伝送が確認された。 

イ 運用面評価 

・ＴＶ会議を用いた防疫マップ情報の共有 

発生地点緯度経度情報の交換を行った結果、対象農場の位置の抽出及び移
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動や出荷の制限区域の設定の地図情報が、正確かつ迅速に共有できた。これ

は、今回ＧＩＳエンジンを搭載したアプリケーションを使用したことが大き

く、十分な成果が得られた。 

さらにハイビジョン画面の鮮明度は、コミュニケーションを促進させる実

質的な作用があると評価された。 

ウ 実証実験参加者の意見集約 

実験前の準備段階、また実験終了後に収集した、関係者の意見や感想を以

下のとおり纏めた。 

・ネットワークに関して 

今回の TV会議装置間のネットワークは 100Mbps を確保したが、ハイビジョン

伝送時の使用帯域は 10Mbps（SD〔Standard Definition：標準解像度〕では 2Mbps）

程度なので、帯域は十分に確保できたと考えられる。 

また各県の対策本部同士での広帯域確保は容易だが、発生現場では十分な帯

域確保が困難だと予想されるので、通信条件の劣悪な現地から対策本部までの

情報伝達については、迅速なるネットワークの構築や通信方式の選定に工夫が

求められる。 

・ネットワークレスポンス遅延に関して 

TV 会議システム利用時の遅延は 150mmSec～300mmSec 程度、この程度の遅延で

あれば会話は成立する。遅延限界は 1 秒くらいかと考えられる。通信技術と併

せて画像処理（圧縮等）技術の進歩も課題であるだろう。 

・共有情報に関して 

発生ポイントの座標情報の共有は制限区域の正確な設定に有効であるが、防

疫マップシステムの農場情報には座標情報以外にも、個人を特定できる詳細な

情報が入っているため、連携する県同士が情報共有するにあたっては、個人情

報保護の観点からも十分な検討が求められる。 

今回の実験では、大分県で導入されている家畜防疫マップをアプリケーショ

ンプラットフォームとして利用したが、防疫だけに関わらず、防災や医療等の

詳細情報をやり取りするには地図情報共有の重要性が認識された。 

現在、県を越えての防疫情報共有や業務連携するための明確なガイドライン

はないので、技術的には可能でも運用上の制限で困難が予想されるため、今後

のガイドライン策定が期待されるところである。また風評被害などを最小限に

抑えるために、収集情報をどこまで開示するかなども含めた各県のコンセンサ

ス作りが必要になってくるのではないかと考えられる。 

・セキュリティー管理に関して 

今回は公開実験なのですべてオープンに行ったが、実際この様な危機管理に

関するシステムに関わることができる担当者は限られてしかるべきである。今

後、利用者の ID やパスワード管理、業務連携機関相互の運用規約等が必要とな

るであろう。またセキュリティーの確保にあたっては、システム管理者・利用

者ともに高いモラルが求められる。 
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・利用システムの操作性に関して 

今回の実証実験では TV 会議と防疫マップを使った県間防疫情報共有の有効性

が認識されたものの、操作性については新たな改善点も見えてきた。TV 会議シ

ステム等装置を利用した情報共有を行う場合、情報のやり取りに際しての操作

をなるべく簡易にすることや、情報の内容ごとにディスプレイを準備するなど、

誰もが簡単に直感的に操作できる環境作りが求められる。 

・プラットフォームの構築に向けて 

各県ではここ十年来に県域ネットワークの整備を行い、行政・教育・医療・

福祉・地域振興など、各分野の情報化に取り組んできた経緯がある。しかしな

がら、県域ネットワーク上ではすでに数多くの業務システムが開発利用されて

いるものの、各県独自の開発を進めてきた結果、これらのシステム同士が業務

連携できる状況にないのが現実である。今回、県域ネットワーク同士の相互接

続が容易に出来ることが実証されたので、今後は各分野の担当課同士が、それ

ぞれの実施事業において（実証実験に見られたようなアプリケーションプラッ

トフォームを利活用して）、業務連携できるようになることが望まれるところで

ある。もし各県同士で業務連携が進めば、広域での危機管理や事業推進に寄与

するだけでなく、開発コストや管理コスト削減も期待できるのではないだろう

か。 

   エ その他、特記事項 

今回ハイビジョン対応の TV 会議システムを利用したおかげで、高精細画像ゆ

えの大きな臨場感が得られ、コミュニケーションがより活発になる効果があっ

た。こうしたシステム利用による遠隔会議の実施は、時間や経費の削減に十分

な効果があるといえる。 

これまで県庁間で担当課同士が専門的なテーマを、広域ネットワークを介

して TV 会議で協議した実績がなく、実験実施までの調整に手間取ったとこ

ろがあった。しかし実際に経験してみることで、その利便性・有用性は高く

評価された。今回の実験を踏まえると、平常時から遠隔会議を前提とした県

間協議のルール作りも必要になると考えられる。 
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⑤実験風景  

 

    

 

    

 

    

 

【大分県側】 【宮崎県側】 

ＴＶ会議（対宮崎県） ＴＶ会議（対大分県） 

防疫ＭＡＰ（両県の画面を表示） 防疫ＭＡＰ（両県の画面を表示） 

実験会場の様子 防疫ＭＡＰ（ＧＩＳ座標通知） 
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【参考】使用機材等の解説 

 

■ＴＶ会議システム（SONY 製 PCS-XG80） 
 

主な仕様を以下に示す。 

・端末方式：ITU-T H.320 および H.323、IETF SIP 

・画像符号化方式：H.261, H.263、H.263+, H.263++, H.264、MPEG-4 SP@L3 

・音声符号化方式：G.711（3.4kHz@56/64kbps）, G.722（7.0kHz@48/56/64kbps）, 

G.728（3.4kHz@16kbps）,MPEG-4 AAC Mon（14kHz@48/64/96kbps）, 

MPEG-4 AAC Mono（22kHz@64/96kbps-IP 接続時のみ）, 

MPEG-4 AAC Stereo（22kHz@192kbps-IP 接続時のみ） 

・遠隔カメラコントロール：H.281 

・フレームフォーマット：H.221, BONDING、H.225.0 

・デュアルストリーム：H.239（presentation） 

・暗号化：H.233, H.234, H.235 Ver.3 

・その他：H.460.18, H.460.19, H.350 

・IP 接続時通信速度：4～10,240kbps 

・有効画素数： 4:3 時… QCIF, CIF, 4CIF, 16:9 時…WCIF, W432p, W4CIF, 720p, 1080 

・フレーム数：最大 60フィールド/秒（H.264 1080i 時）,  

最大 60 フレーム（H.264 720p 時）, 

最大 30 フレーム（H.261, H.263, H.263+, H.263++, H.264, 

MPEG-4 SP@L3 時） 

最大 10 フレーム（H.263 4CIF 時） 
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■家畜防疫マップシステム（株式会社日建コンサルタント（開発）） 

 

平成１６年２月、大分県内の農場で鳥インフルエンザが発生した時の経験をもとに、

防疫作業時の多くの課題を解決すべくシステム開発を行い、平成１８年度に大分県が導

入したもの。その開発の際に、特に求められた要件は以下のとおりである。 

・ 農場以外の発生地を迅速かつ正確に把握し移動制限をかけるため、正確な位置

情報の設定表示機能 

・ 制限区域の設定を素早く行い移動制限地域を迅速にリストアップする機能 

・ 畜主へ自農場が移動規制対象かどうかを正確に伝えるため移動制限地域を分か

りやすく伝達する機能 

・ 清浄性確認検査対象農場のリスト化による検査計画の策定支援機能 

・ 航空写真情報をあわせて利用することができ、地図だけでは判断しづらい地形

の様子を直感的に把握できる機能 

県の担当職員および県下の家畜保健衛生所担当職員の意見や要望を取り入れた「現場

仕様の GIS(地理情報システム)」である。現在はネットワーク対応をしていないため、

ＴＶ会議装置等との組み合わせにより、遠隔における情報共有を実現している。 

 

本システムのソフトウェア構成、データ構成、表示レイヤー構成を、以下に示す。 

 

 

WindowsXP SP2

MapInfoV8.0 Runtime

家畜防疫マップ.exe

OS

GISエンジン

ユーザインターフェース

ソフトウェア構成
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航空航空航空航空オルソオルソオルソオルソ画像画像画像画像
Or

衛星衛星衛星衛星オルソオルソオルソオルソ画像画像画像画像

ラスターラスターラスターラスター地図地図地図地図

ベクターベクターベクターベクター地図地図地図地図

ポイントポイントポイントポイントデータデータデータデータ

レイヤー構成

データ構成

農場、施設のポイントデータ、発生地点、制限区域

農場写真の画像

農場見取図の画像

数値地図25000（空間データ基盤）※ベクターデータ

数値地図25000（画像）※ラスターデータ

航空写真オルソ画像

衛星写真オルソ画像

検索結果等のデータ保存用

システムが利用するデータ保管用

防疫マップ
データ

防疫マップ
データ

ポイント
ポイント

農場見取図
農場見取図

農場写真
農場写真

地図
地図

地図画像
地図画像

航空オルソ
画像

航空オルソ
画像

衛星オルソ
画像

衛星オルソ
画像

作業用
作業用

システム用
システム用

18



 
 

本システムのおもな機能を、以下に示す。 

・ 発生ポイントの設定機能 

・ 発生ポイントの緯度経度表示機能 

・ 「移動制限区域」「搬出制限区域」同時設定機能 

・ 指定半径による同心円内施設の自動抽出および集計機能、手動追加および削除

機能 

・ 指定半径制限区域にかかる大字界や大字内施設の抽出および集計機能、手動追

加および削除機能 

・ 複数発生ポイントとその複数移動制限区域および搬出制限区域の設定機能 

・ 家畜保健衛生所毎のデータ抽出および集計機能 

・ 消毒ポイント等のポイント設置機能 

・ 抽出データのＣＳＶ外部出力機能 

・ マップデータのＢＭＰ型式出力機能 

・ 農家台帳機能、各施設情報帳票表示および出力機能 

・ カーナビゲーション連携機能 

・ 簡易作図機能 

・ ヘルプ機能 
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３．実証実験２結果 

 

（１）実験内容 

①概要 

劣悪な条件不利地域（携帯電話も届かない）で生じた危機管理情報をいかに迅

速かつ効率的に伝達していくかを実験課題とし、以下の２点に着目した実証実験

を行った。 

 実験課題 課題解決手法(実験手段) 

Ⅰ 

災害発生エリア近辺におけるテンポラ

リー（臨時的）な通信ネットワークイ

ンフラの構築手法 

*1無線LAN機能を有した小型バルーンを災

害発生エリアで打ち上げ、最寄りの通信

拠点までネットワークインフラを構築 

Ⅱ 

遠距離にあると想定される発生現場か

らの物理的な移動時間を、最大限に有

効活用することが可能な、移動中にお

けるシームレスなデータ伝送技術の確

立 

*2（独）情報通信研究機構九州リサーチセ

ンターで研究開発中の DTN（ Delay 

Tolerant Network）技術を実装したシス

テムを移動車内に設置し、断続的通信環

境下でのデータ伝送を検証 

＊１ 小型バルーンを活用した無線ネットワーク構築に関しては、以前より、岩手県立大学ソフト

ウェア情報工学部（柴田義孝教授）において研究開発が進められてきており、今回の実験に

際しては、同教授の研究室スタッフによる機材面を含めた総合的技術サポートを受け実施。 

＊２ DTN（Delay Tolerant Network：遅延容認型ネットワーク）とは、断続的（常に繋がってい

ない）な通信ネットワーク環境下においてもデータ伝送を保障する、通信手段を確立するた

めの技術。本実験は、九州リサーチセンターで進められている DTN 研究開発テーマの中の１

つ（蓄積搬送型技術を用いた新ネットワークインフラの研究）のフィールド展開を行ったも

のであり、同リサーチセンター研究員による機材面を含めたサポートを受け実施。 

②日時 

  平成２０年１２月５日（金） １４時００分～１５時００分 

  晴れ 風速約３ｍ（九州電力送電鉄塔 風速計データより参照） 

③場所（宮崎県東臼杵郡美郷町（西郷区）） 

    ［仮想災害発生現場：バルーン打ち上げ地点］ 

宮崎毛糸工業跡地               美郷町西郷区田代2515番地 1 

    ［仮想災害対策本部］ 

西郷ニューホープセンター        美郷町西郷区田代 1870 番地 

    ［無線ネットワーク中継拠点］ 

          西郷葉桜ふれあい公園（夢開の塔）美郷町西郷区田代 1454 番地 1 

    ［ネットワーク拠点］ 

          美郷町役場 本所（企画情報課）  美郷町西郷区田代 1番地 

④参加者 

  ３０名 
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 ⑤実験フィールド図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実験課題Ⅰ 美郷町（西郷区周辺図）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実験課題Ⅱ】 
 

仮想携帯圏外 

移動 

ルート 

携帯圏内 

実験車 

無線ＬＡＮエリア 

 宮崎県東臼杵郡美郷町 

仮想災害発生現場 

仮想対策本部 

ＮＷ拠点 

無線ＮＷ中継拠点 

既存無線ＮＷインフラ：エムリンク㈱提供 

仮設無線ＮＷ 

美郷町所有ＮＷ 
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⑥実施シナリオ 

 ア 実験課題Ⅰ 

情報通信ネットワークインフラ未整備地域において発生した災害を想定

し、現場周辺からの情報伝送手段として、小型バルーンを活用したテンポラ

リー（臨時的）な通信ネットワークインフラの有効性を検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

   イ 実験課題Ⅱ 

現場からの一刻も早い帰還報告が求められる状況を想定し、帰路の移動時

間を有効活用する観点から、現場での収集データを整理し本部へ伝送する作

業を、断続的な通信ネットワーク環境のなかを移動している車中から行うこ

とを可能とするデータ伝送技術の有効性を検証する。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・Skype Phone（携帯圏外という前提で無線 LAN 上での IP電話を活用）

による仮想災害現場（以下「現場」という）と、仮想対策本部（以下

「本部」という）との音声コミュニケーションの確立。 

・現場写真を添付した第 1報メールを本部へ送信。 

・テレビ会議システムによる現場からの詳細な動画映像の送信。 

・現場から地図情報システム（GIS）上で位置情報を入力し、本部との

間で詳細な情報共有を実施。 

・現場からの写真を相当数本部へ送付し、直ちに車で現場を出発。 

※送付が完了することまでは確認しないままでの出発。 

（車は無線 LAN 環境のある現場を離れた後、携帯圏外を移動し、その

後携帯圏内を移動したうえで本部へ向かう） 

・移動車中にて仮想災害報告書を作成し、車中より送信。 

 

[参考] 

移動車中で 

作成・送信した 

仮想災害報告書 
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⑦実験システム構成図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               【全体構成図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ネットワーク構成図】 

 

 

23



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              【無線ＬＡＮ構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【バルーン機器構成】 

  

 

気球本体 

（直径約 3.5ｍ） 

＊ヘリウムガス 

  約 28  使用 

搭載無線ＬＡＮ機器 
電源ケーブル 

Ethernetケーブル 

係留ロープ 係留ロープ 

（３本） 

係留ロープアンカー 

水平方向アンテナ 

垂直方向アンテナ 

ＩＣＯＭ ＳＢ５０００ 

 

仮想対策本部 ＮＷ拠点 

光ファイバー 

Ｗｅｂ 

IEEE802.11g （約 45ｍ） 

仮想災害発生現場 
無線ＮＷ中継拠点 

IEEE802.11b 

（約 700ｍ） 

IEEE802.11g 

（約 900ｍ） 
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【参考：バルーン打ち上げ地点と無線ＮＷ中継拠点との標高差】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実験課題Ⅱ構成図】 

 

 

データ入力用 

ＰＣ 

ＤＴＮ 

クライアント 

ＷＩＦＩ 

携帯電話 

インターネット 

NAT 

ＤＴＮサーバー 
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（２）実験結果 

  ①技術的評価 

ア 実験課題Ⅰ 

今回の実験におけるスループットは、下記のとおり、エンド toエンド（仮

想災害発生現場～無線 NW 中継拠点～仮想対策本部）で、約 2.5Mbps のパフ

ォーマンスを得られており、一定のブロードバンドネットワーク構築が可能

であることが検証できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［スループット計測データ一覧］ 

 

2.48Mbps 8ms 

3.51Mbps 5ms 3.26Mbps 6ms 

仮想対策本部 無線ＮＷ中継拠点 仮想災害発生現場 

［平均スループット・平均応答時間］ 

・スループット計測：iperf  v1.7.0使用  
・ﾊﾟｹｯﾄﾛｽ率、応答遅延：window ｺﾏﾝﾄﾞﾌﾟﾛﾝﾌﾟﾄより ping100回実行結果による 
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また、上記の帯域確保により、以下を実現することができた。 

・Skype Phone による安定した音声コミュニケーションの確立 

・テレビ会議システム（Skype ビデオ会議）による現場動画映像による

詳細情報の確認 

・地図情報システム（ＷＩＤＩＳ＊）による現場と対策本部間の詳細な

位置情報の共有 

風雨等の自然条件の影響を受けるバルーンではあるが、今回の実験を通し

て、条件不利地域におけるテンポラリー（臨時的）なブロードバンドネット

ワーク構築においては有効な手段のひとつであることが確認できた。 

＊ＷＩＤＩＳ 

    ＰＣ上の汎用ブラウザおよび携帯電話からの情報入力・閲覧が可能で、専用のソフト、

また専門の知識がなくても利用ができる広域災害情報共有地図情報システム。 

（大妻女子大：干川教授、岩手県立大：柴田教授、静岡県立大：湯瀬准教授、星稜女

子短大：沢野准教授等により基本開発） 
 

     ［仮想災害発生現場］        ［仮想対策本部］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

Skype Phoneによる音声コミュニケーション 

Skype ビデオ会議システムによる動画映像送受信 

ＷＩＤＩＳ（広域災害地図情報システム）による情報共有 
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イ 実験課題Ⅱ 

今回の実験においては、（独）情報通信研究機構九州リサーチセンターで

研究開発中のＤＴＮ（Delay Tolerant Network）の研究テーマの一部成果を

活用した。通信ネットワーク環境が断続的であっても、再送信することなく、

途切れた箇所から、再びデータ伝送を行う仕組みを導入することにより、今

回の実験フィールド（無線ＬＡＮエリア／携帯圏内／携帯圏外（通信ネット

ワーク環境がない））である３つの異なるエリアを移動中でも、確実にデー

タ伝送を行うことが確認できた。また実験車が仮想災害対策本部に到着する

前に全データの伝送完了も実現できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［移動車からのデータ伝送］        ［本部でのデータ受信］ 

  

 

②運用面評価 

ア 実験課題Ⅰ 

今回使用したバルーンは比較的大型（直径 3.5m：全方位カメラシステム

等も搭載できる岩手県立大学柴田研究室：所有）のものであったため、その

 
JPEGファイル送信 

JPEGファイル追加送信 仮想災害現場報告書送信 

［転送量累計推移］ 

 

JPEGデータを受信中 
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打ち上げには、最低４名の人員と４本のヘリウムガス、４０分ほどの時間を

必要とした。人員や時間、コストの面から、実際にはある程度限られた場面

での運用が前提となる。打ち上げ機材を最小限の無線ＬＡＮアンテナ等だけ

に集約し、より小型のバルーンでの運用をあらためて検証できれば、本ネッ

トワークインフラの実運用の可能性は十分にあると考えられる。 

   イ 実験課題Ⅱ 

今回活用した九州リサーチセンターの研究成果に関しては、１０Ｍバイト

程度のファイル転送で、伝送対象を限定した場合においては、基本的に実用

可能であることが検証された。入力インターフェースの改善、さらには様々

なアプリケーションとの連携等を進めていければ、実運用データ伝送技術と

して展開できるものと考えられる。 

③その他特記事項 

今回は無線中継が１ホップという環境で実験を行ったが、実際のフィールドに

おいては、さらに多くのホップ数（複数のバルーン間の多段接続）を必要とする

場合も想定される。また実運用に際しては、様々な気象条件（風雨や霧等）にお

ける無線スループットの検証が必要であり、今回の実験において、バルーンを活

用したテンポラリー（臨時的）な通信ネットワークの有効性は確認できたものの、

今後実証すべき課題は多い。 

 

なお、実験協力をいただいた岩手県立大学ソフトウェア情報工学部の柴田教授

研究室において、本実験に先立ちいくつかの予備実験を岩手県立大学のキャンパ

ス等でも実施していだたいており、参考までに当該予備実験の一部結果概要につ

いて、ここで紹介する。 

・実験日 平成２０年１１月２６日 

    ・天候  晴れのち曇り 風速約１～２ｍ  

    ・場所  岩手県立大学グラウンド、岩手産業文化センター駐車場 
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④実験風景 

 

 

 

   

 

   

 

  

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

ヘリウムガス注入 無線 LAN機材実装 実験参加者全体撮影 

バルーン打ち上げ 
バルーン（下方から） 

バルーン打ち上げ完了 

中継アンテナ（ﾊﾞﾙｰﾝ向） 中継アンテナ(役場向) 

実験車乗り込み 

実験デモ風景（本部） 実験デモ風景（現場） 

実験車移動 

無線中継拠点 

実験車内機材 

   

 
  

全体ミーティング 
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４．総括 

  

（１）実証実験１ 

実証実験１は、「自治体の行政管轄区域を越えた危機情報の共有化にＩＣＴを

いかに活用していくか」ということを、大きな目的として実施したものである。 

各行政機関に一定のブロードバンド環境が構築された現在、その目的を達成す

るためにネットワークを接続する技術的な問題は、ほとんどないと考えられる。

しかしながら、自治体における行政システムの急速なＩＣＴ化は、ネットワーク

ポリシーやアプリケーションデザイン等について、広域的な観点から十分に検討

する余裕がなく進んでいったのではないだろうか。 

つまり現状では、ネットワークの物理的な接続は可能であっても、既存のアプ

リケーションで情報共有することは難しいといわざるを得ない。 

今回の実験でも、技術的にはＶＬＡＮ構築という物理的なネットワーク接続に

より、高精細動画像の送受信といった現在のＩＣＴ分野においてはさほど目新し

く技術だが、スムーズな運用を実現することができた。 

一方アプリケーションは、既に大分県において実運用がなされている家畜防疫

マップシステムを宮崎県でも疑似的に利用したことにより、確実、迅速な地図情

報等の共有を検証することができたもので、かりにそれぞれが個別のアプリケー

ション運用をしていたら困難であったと予想される。 

その結果、本実験より得られたキーワードとしては、「危機管理等、特定状況

下におけるセキュアな相互接続ネットワーク」、「情報共有アプリケーション（特

に共通のＧＩＳプラットフォーム）」という２点に集約できるのではないかと考

えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ自治体 情報共有アプリ
ケーション（特に
共通の GIS プラ
ットフォーム） 

Ｂ自治体 

    危機管理対応セキュアＮＷ 

危機管理 

対応アプリ 

危機管理 

対応アプリ 
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（２）実証実験２ 

実証実験２は、「条件不利地域（通信ネットワーク環境がない）で発生した

危機管理情報をいかに迅速・効率的に伝送するか」ということを、大きな目的

としたものであり、実証実験１とは異なり、広域ＩＣＴプラットフォーム構築

そのものに直接に関与する技術ではなく、あくまでも当該プラットフォームに

利用される情報の迅速化・効率化の手法を検証したものである。 

その具体的アプローチとして、今回は、「バルーンを活用した無線ＬＡＮシ

ステム」、「ＤＴＮを活用した移動体からのシームレスなデータ伝送システム」

という２つの技術を活用した。 

その結果は、前述のとおり、いくつかの課題も残ったが、仮想災害発生現場

である危機管理情報の発生地点から、仮想災害対策本部へとつながる広域ＩＣ

Ｔプラットフォームへ、タイムリーな情報をもたらす迅速・効率的な情報伝達

手段であると検証されたた点は、大いに評価すべきものである。 

 

 

今回実施した実証実験２の課題解決を進め、そこに実証実験１で得られた成果

（アプリケーションの共有化とそれを支えるネットワークの構築）を加え、両者を

上手く融合させることができれば、危機管理へ対応することが可能となる広域ＩＣ

Ｔプラットフォームのモデルを、ある一定のエリア、たとえば九州といったエリア

において、提示していけるのではないだろうか。 
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【参考】実証実験に関する報道 

 

   １１月１３日 ＮＨＫ宮崎放送局夕方ローカルニュースで放映 

   １１月１４日 ＮＨＫ九州全体ニュースのトップで放映 

   １１月１７日 大分合同新聞（Ｗｅｂニュース） 

          http://www.oita-press.co.jp/localNews/2008_122689860968.html 

   １１月２６日 電波新聞 

１２月 ５日 電波新聞 
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第第第第３３３３章章章章    「「「「九州広域九州広域九州広域九州広域ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴプラットフォームシンポジウムプラットフォームシンポジウムプラットフォームシンポジウムプラットフォームシンポジウム in大分大分大分大分」」」」 

開催結果開催結果開催結果開催結果 



 
 



 
 

１． 概要 

 

危機管理情報の広域共有化を目指したＩＣＴプラットフォームの実現に向けた取

り組みを広く周知啓発するため「九州広域ＩＣＴプラットフォームシンポジウム in

大分」を以下のとおり開催した。本調査検討会にて実施した実証実験の報告とそのデ

モンストレーションを交えながら、危機管理情報の共有化のための最新の技術動向や、

その実現に向けた課題と解決策について、危機管理情報の専門家、有識者及び九州の

ＩＣＴ関係者が出演し貴重な意見をいただいた。 

 

（１）開催日時  平成２１年２月２４日（火）１３：３０～１７：００ 

（２）会    場  大分県消費生活・男女共同参画プラザ「アイネス」大会議室 

               （大分県大分市東春日町１－１） 

（３）主    催  総務省九州総合通信局 

九州広域ＩＣＴプラットフォーム調査検討会 

                次世代高度ネットワーク九州地区推進協議会 

（４）併    催  第５９回ハイパーフォーラム 

九州ＪＧＮ２plus シンポジウムｉｎ大分 

（５）後    援  九州情報通信連携推進協議会（ＫＩＡＩ） 

大分県 

                独立行政法人情報通信研究機構大手町ネットワーク 

統括研究センター 

                社団法人九州テレコム振興センター 

九州インターネットプロジェクト（ＱＢＰ） 

           総務省北陸総合通信局  

ＪＧＮ２plus 北陸地区推進協議会 

（６）回線提供  ＪＧＮ２plus（独立行政法人情報通信研究機構） 

宮崎情報ハイウェイ２１（宮崎県） 

豊の国ハイパーネットワーク（大分県） 

 

宮崎県美郷町（美郷町企画情報課 課長 尾田靖様）及び、宮崎大学医学部（宮崎大

学医学部長・産婦人科教授 池ノ上克様）、ＮＩＣＴ北陸リサーチセンター（石川県七

尾市企画政策部情報政策課 宮川明大様）の計３箇所と会場を接続し、シンポジウム

を開催した。 
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２．プログラム 

 

（１）開会挨拶 

主催者代表 

               武井 俊幸      総務省九州総合通信局長  

来賓挨拶 

               平野 昭        大分県 副知事  

（２）プログラム１：基調講演 

                        「危機管理対応情報共有技術による減災対策」 

               鈴木 猛康      山梨大学大学院教授  

                          （特定非営利活動法人防災推進機構 理事長） 

（３）プログラム２：プレゼンテーション 

         「危機管理情報の広域共有化に向けた実証実験の取り組み」 

           コーディネーター 

                西野 浩明    大分大学工学部准教授（調査検討会座長代理） 

           プレゼンテーター 

                小林 信喜    九州総合通信局情報通信連携推進課 課長 

                長友 信裕    宮崎地域インターネット協議会 副会長 

                             （調査検討会作業部会長） 

                広岡 淳二    九州情報通信連携推進協議会 事務局長 

（４）プログラム３：パネルディスカッション 

         「九州広域ＩＣＴプラットフォームによる安心・安全な 

地域社会の形成に向けて」 

           コーディネーター 

              尾家 祐二    九州工業大学大学院教授（調査検討会座長）  

           パネリスト 

                池ノ上 克    宮崎大学医学部長・産婦人科教授【遠隔出演】 

                堀井 洋一郎  宮崎大学農学部獣医学科教授                                

                宮川 明大    石川県七尾市企画政策部情報政策課【遠隔出演】  

                山崎 正幸    九州経済連合会情報通信委員会企画部会長  

                山戸 康弘    大分県企画振興部ＩＴ推進課 課長  

     （50 音順） 

（５）閉会挨拶 

                尾家 祐二    九州広域ＩＣＴプラットフォーム調査検討会 座長 
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３．結果 

 

（１）開会挨拶 

    

主催者代表                            来賓挨拶 

       総務省九州総合通信局長                 大分県 副知事 

武井 俊幸氏                         平野 昭氏 

 

 

（２）プログラム１：基調講演 

       「危機管理対応情報共有技術による減災対策」 

   

鈴木 猛康氏 

災害対応の最前線である地方自治体（市町村）

を例にとり、「自然災害における災害対応と情

報共有の現状」、「国の研究の取り組みであるＩ

ＣＴを活用した危機管理対応技術の成果」、「Ｉ

ＣＴ防災に必要な情報システムの基本要件や

災害対応現場で重視される使用性」、「住民・行

政協働ユビキタス減災情報システム」の 4点に

ついて説明がなされた。 

最後には、「ＩＣＴは危機管理に欠かすことの

できない技術」、「ＩＣＴはあくまでも危機管理

対応業務を支援するものである」、「縦割り行政

には情報共有プラットフォームが必要」、「ＩＣ

Ｔによる新たな危機管理体制構築の必要性」、

「ソフトウェアのユーザビリティ向上が必

要」、「住民・行政協働の減災体制の構築が必要

である」と提言いただいた。 
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（３）プログラム２：プレゼンテーション 

       「危機管理情報の広域共有化に向けた実証実験の取り組み」 

 

  コーディネーター 

    

             西野 浩明氏  

  プレゼンテーター 

 

            小林 信喜氏 

 

            長友 信裕氏 

プレゼンテーションのコーディネーターは、本

調査検討会の座長代理を務める西野氏（大分大

学）が行った。ここでは今回の実証実験におけ

る実施概要やその実験報告について、各プレゼ

ンターとの間で積極的に意見交換を進めた。 

総務省九州総合通信局情報通信連携推進課長

の小林氏より「九州広域ＩＣＴプラットフォー

ム調査検討会」の概要についてと題し、その目

的や実施内容、取組体制、構成員、スケジュー

ルについての説明がなされた。 

調査検討会の作業部会長である長友氏（宮崎地域

インターネット協議会副会長）より実証実験報告

として、実証実験１の報告がなされた。ここでは、

広域的な情報コミュニケーションを可能とする

ネットワークインフラの構築といった観点から

幾つかのシナリオを想定して実験をおこなった

ことを説明。 

また、仮想的に宮崎県と設定した遠隔地とシンポ

ジウム会場をＴＶ会議システムで繋ぎ、実証実験

１のデモンストレーション（実験の再現）を行っ

てみせた。実際に使用したハイビジョンＴＶ会議

システムの画面や、家畜防疫マップシステムの画

面共有とその座標通知方法を参加者に確認して

いただいた。 
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           広岡 淳二氏 

 

   【遠隔出演】 尾田靖氏 

九州情報通信連携推進協議会事務局長の広岡

氏より、劣悪な条件不利地域で生じた危機管理

情報をいかに迅速かつ効率的に伝達していく

かを課題とした実証実験２の報告がなされた。

小型バルーンを使ったテンポラリなネットワ

ーク、断続的通信環境下でのデータ転送の２点

について実験実施内容を説明。 

実証実験２の実施場所を提供いただいた宮崎

県美郷町役場の尾田課長に遠隔出演してもら

い、実証実験の際の状況や今後のＩＣＴ分野に

ついてのご意見ご感想をいただいた。今後は特

に自治体間連携が必要であり、産学官連携の更

なる活発化を期待するとした。 

39



 
 

（４）プログラム３：パネルディスカッション 

     「九州広域ＩＣＴプラットフォームによる安心・安全な地域社会の形成に向けて」 

 

  コーディネーター 

 

          尾家 祐二氏 

 

  パネリスト  

 

   【遠隔出演】池ノ上 克氏 

 

            堀井 洋一郎氏 

本調査検討会の座長である尾家氏（九州工業大

学大学院教授）をコーディネーターに迎え、パ

ネルディスカッションを行った。ここでは、広

域ＩＣＴプラットフォームというものを幅広

く捉え、安心安全の目的のためにはどの様に活

用できるのか、その可能性や現状について、

様々な分野の５名のパネリストから広く意見

をいただいた。 

宮崎大学医学部長・産婦人科教授の池ノ上氏よ

り、「宮崎におけるＩＣＴを活用した周産期医

療の取り組みについて」と題し説明がなされ

た。「世界を視野に地域から始めよう！」とい

ったスローガンを持って、産婦人科にＴＶ会議

を導入し、活用している取り組みをＤＶＤ映像

と使って紹介していただいた。 

宮崎大学農学部獣医学科教授の堀井氏より、   

「獣医や畜産領域における感染症教育～その

重要性とＩＣＴへの期待」と題し、獣医や畜産

分野における感染症教育の必要性と、ＩＣＴを

活用すれば効果が上がるという観点から、ビジ

ュアルプレゼンターやＴＶ会議システムを活

用したモデルケースの説明がなされた。 

40



 
 

 

   【遠隔出演】宮川 明大氏 

   

             山崎 正幸氏 

 

            山戸 康弘氏 

 

 

（５）閉会挨拶 

  

             尾家 祐二氏 

石川県七尾市企画政策部情報政策課の宮川氏よ

り地震災害の体験談をもとに、通信インフラの重

要性と今後の整備について説明がなされた。ま

た、市民との情報交換に課題が残るとし、ハード

ウェア以上に地域の連携、相互協力の確保が最重

点課題だとした。 

九州経済連合会情報通信委員会企画部会の部会

長である山崎氏より、「九州経済連合会の地域 ICT

推進の取り組み」と題し、説明がなされた。九州

経済界からみた課題や期待について、ＩＴの基盤

整備のみならず、その利活用と人材の育成が重要

であるとし、産学官の連携強化について提言をい

ただいた。 

大分県企画振興部ＩＴ推進課の課長である山戸

氏より、大分県を中心としたインフラ整備等の現

状について、公共系と住民系の２つに分け説明が

なされた。また今後の期待として、共通プラット

フォームによる広域連携とＪＧＮ２plus の実用

的な利用を求めた。 

調査検討会座長の尾家氏より、多彩なメンバーか

ら色々な視点でお話しをいただき、ＩＣＴ分野の

活用に秘めた可能性をあらためて感じる事がで

きたとし、今後についても新しいＩＣＴの課題に

取り組んでいきたいと、閉会の挨拶がなされた。 
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（５）参加者数 

シンポジウムの参加者総数は９２名であった。九州の他、東京、神奈川、広島な

ど全国から多くの参加者があった。 

 

 

【会場の様子】 

 

42



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第第第第４４４４章章章章    九州広域九州広域九州広域九州広域ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴプラットフォームプラットフォームプラットフォームプラットフォーム構築構築構築構築にににに向向向向けてのけてのけてのけての課題課題課題課題 



 
 



 
 

今回の危機管理対応をテーマとした広域ＩＣＴプラットフォームの構築については、

その性格上、正確な情報伝達が可能な信頼性、安全性のあるシステムが要求され、はじ

めて実サービス化が実現できるものと考えられる。そのために必要な要件である、基盤

となる九州広域接続のネットワーク、ネットワーク上で展開される多様な広域アプリケ

ーション、さらにそのＩＣＴプラットフォームの管理運営について検討した。 

 

 

１．広域ネットワークシステム 

 

広域ＩＣＴプラットフォーム実現に際しては、当然ながらそれを支える広域的なネ

ットワークシステムをどのように構築していくか、ということがまずは大きな課題と

なる。なお、ここで言う広域的なネットワークとは、九州各県域間を相互接続するネ

ットワークを想定しており、今回の調査検討の対象である広域ＩＣＴプラットフォー

ムのバックボーンネットワークに該当する部分となる。 

 

（１）相互接続におけるバックボーンネットワーク 

①接続手法の検討 

九州各県域間を相互接続するにあたっては、それぞれのネットワークで特徴や

特性が異なっていること、或いはバックボーンネットワーク上では多様なアプリ

ケーションの利用が想定されることから、接続のための手法を十分に検討する必

要がある。 

まず、具体的に県間を相互接続する基本要件としては以下のものが考えられる。 

・広帯域（多様なアプリケーションに対応するため）を確保すること 

・セキュアなネットワーク環境を確立すること 

・一定の拡張性を有しつつも複雑な構成は避けること 

本調査検討における実証実験では、大分県と宮崎県を（独）情報通信研究機構

が運営する高速テストベッドネットワークＪＧＮ２plus を活用したＶＬＡＮに

よりエンドｔｏエンドで接続したことで、上記の要件は満たすことができた。 

広域ＩＣＴプラットフォームのバックボーンネットワークを広帯域のＶＬＡ

Ｎで構成することは現実的な手法のひとつであるが、プラットフォーム上で扱う

アプリケーションは多様であり、かつそれらのアプリケーションを共通化するこ

とは現実的に難しい。 

そこで、今回、実証実験の結果も踏まえたうえで、具体的な広域接続に関する

形態として、シンプルな概念ではあるが、以下のような手法を提案したい。 

・県間まで接続のバックボーンは広帯域を確保した同一のＶＬＡＮ構成とする。

ただし、一定のセキュアな空間も保持する観点から、アプリケーションの類

別（たとえば、防災、防疫、医療等といった大きなカテゴリー類別）に応じ

てＶＬＡＮタグを区別するケースも設ける。 

・上記のバックボーンＶＬＡＮにおいては、各県がＩＰアドレス情報とルーテ
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ィング情報を共有化することで、これにより各県もアプリケーションごとの

フレキシブルな相互接続を行うものである。 

この手法を用いることで、一定の拡張性（県内では独自のネットワーク設計が

可能）をもった広域接続も可能になる。なお、アドレスやルーティング等を一元

管理していく仕組みづくりの検討も併せて必要になってくると考えられる。 

 

【接続イメージ】 

②接続技術の検討 

危機管理情報とはいつ発生するか想定できないものであるとともに、当該情報

の伝達は緊急性を有する。よって、事態が発生してからネットワーク環境を構築

していくのでは、その用をなさない場合も考えられる。特に広域ネットワークシ

ステムは、前述した広域接続部分の配下に多様なネットワークが相互接続して構

築されるため、まさに事由発生後の接続や設定作業は、かなりの時間と手間がか

かることが容易に想像される。つまり、異種ネットワークが混在する広域接続配

下のネットワーク部分においては、広域ネットワークシステムへ常時接続可能な

ネットワーク環境を事前に構築しておくことが重要である。 

そのための接続技術のひとつに「仮想化」という概念がキーワードとして挙げ

られる。ＶＰＮ（Virtual Private Network）もその仮想化技術のひとつである

が、現在世界各地で研究開発されている「オーバーレイネットワーク」は、既存

のネットワーク環境に変更を加えず、仮想的に自由なネットワーク空間を構築し、

新しいサービスの創出を図ろうとする技術であり、広域ネットワークシステムの

構築にも大変効果的ではないかと考えられる。 

もちろんこうした仮想化技術だけですべて対応できるものではなく、危機管理

情報という優先度の高いデータを、広域プラットフォーム上で優先的に伝送させ

るＱｏＳ技術の実装等、広域ネットワークシステム全体としては、様々な通信技
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術の組み合わせが必要となってくることは言うまでもない。 

しかしながら、地方においては限られた人材や資源等のなかで、広域なプラッ

トフォーム構築の実現を目指していかねばならない状況にある。そこで研究開発

が進められている新世代ネットワークの研究開発プロジェクトとの連携を緊密

に進め、例えば本広域ＩＣＴプラットフォーム自体を実証実験フィールドとして

提供することで、新たな技術をいち早く展開できるような取り組みを、地域とし

て積極的に働き掛けていくことも重要であると考える。 

 

（２）条件不利地域における情報伝達保障技術 

 今回の調査検討で対象とした危機管理情報をターゲットとする広域ＩＣＴプ

ラットフォーム上において、その末端ノードは各市町村役場が有力となる。そう

すると、災害発生現場から当該地域を管轄する市町村までのネットワーク接続、

つまり現場から市町村役場のプラットフォーム入口までの情報伝達をいかに確

保するか、ということが重要な課題となってくる。 

 一定のブロードバンド環境、モバイル環境が整備されているエリアにおいては、

固定電話、無線ＬＡＮ、携帯電話等、何らかのネットワークシステムによりプラ

ットフォーム入口までの情報伝達は可能であり、この場合における具体的な伝達

システムの課題は、どちらかといえばアプリケーションサイドの仕組みだけであ

る。 

しかしながら、通信環境そのものがない、あるいは脆弱な通信環境下にある地

域といった、いわゆる劣悪な通信ネットワーク環境下での情報伝達に関しては、

ネットワーク構築サイドからのアプローチがより一層重要となり、そのために本

調査検討で実施した「実証実験２」のような試みが必要となってくるのである。 

今回の実証実験を通して、バルーンを活用した無線ネットワーク環境の構築、

ＤＴＮ技術を活用した条件不利地域内の移動体からのシームレスな情報伝達手

段の確立等、第２章で述べたとおり一定の有用性が検証できた。ただ、現場地域

のネットワーク環境が多種多様であるように、ある地域で有用なシステムが他の

地域でも有用であるとは限らない。よって、本分野（条件不利地域からの情報伝

達技術）に関しては、特定の構築手法を提案することにあまり意味はなく、現状

としては各地域の実情を細かく分析したうえで、様々な通信技術を組み合わせな

がらその地域に最適なネットワーク接続環境を設計していく、という個々のアプ

ローチに頼らざるを得ないと言える。 

 今後の研究開発動向は、本分野に関して非常に大きな影響を及ぼす要因となる

ことから、様々な研究開発成果等と連携した実証実験等が広域的に各地に広がっ

ていけば、多様な地理的条件を抱える九州においても、現場の実情を反映させた

高速・効率的な通信システムが確立していけるものと考える。さらにこのような

動きは、広域ＩＣＴプラットフォーム構築を、自律的に地域から押し上げていく

原動力にもなると期待できる。 
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２．広域アプリケーションサービス 

 

広域ネットワークシステムの構築の次に検討しなければならないのは、その上を流

れる様々なアプリケーションのサービスについてである。今回の実証実験で利用した

防疫マップシステムを通して分かったように、利便性が高ければ高いほどサービスの

価値が上がる。そこで、ここでは広域的なアプリケーションサービスの活用形態や基

盤となる技術、基本的な機能について考察する。 

 

（１）広域アプリケーションの活用と基盤技術 

今回の調査検討で対象としている「危機管理情報に対応した広域ＩＣＴプラッ

トフォーム」上でのアプリケーションにかかわらず、広域アプリケーションの活

用については、以下のような形態が想定される。 

    ・同一アプリケーションの共有化もしくは共同利用 

    ・ミドルウェアの共有化 

・データ部分の共有化 

・端末画面の共有化 

    アプリケーションを活用していく上では、どの形態が望ましいということでは

なく、求められるサービスに応じてどういう活用形態を選択するか、ということ

が重要あり、例えば本調査検討で実施した実証実験１では、「同一アプリケーシ

ョンの共同利用」と「端末画面の共有化」の併用形態であった。 

    将来的には、共通・統一のシステムに基づく広域アプリケーションの共有化が

望ましいと考えられるが、導入コストやセキュリティー対策（技術・コスト両面

から）等の面から、以下の点を調査し、まずは既存で利用しているアプリケーシ

ョンの広域化を検討していくことが現実的であると思われる。 

・ユーザーインターフェースの改善（広域化によるもの） 

・広域を対象とするサービス（広域だからこそ求められるサービス） 

・既存システムの共有化（広域化）が可能なもの 

・セキュリティーへの対応 

危機管理分野においても、上記のようにどのサービスを広域化するのか（広域

化する必要があるのか）、既存システムの広域活用可能範囲はどこか、といった

検討がまずは必要であると考える。 

    広域アプリケーションに求められる基盤技術に関しては、これまでも様々な関

係機関等で検討がなされてきている。例えば自治体行政システムに関しては、

（財）全国地域情報化推進協会にて作成された「地域情報プラットフォーム標準

仕様」にて、標準プロトコル等の仕様が規定されており、また災害分野では、本

調査検討委員会の啓発シンポジウムで講演いただいた山梨大学大学院教授の鈴

木猛康氏が理事長を務めている（特非）防災推進機構にて公開している「減災情

報共有プラットフォーム」における減災情報プロトコル（ＭＩＳＰ）等も見られ

る。いずれにしても、基盤技術とインターフェースの標準化というところに基本
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概念があり、ＸＭＬ文書定義（ＸＭＬスキーマー）、転送プロトコル（ＨＴＴＰ）、

サービスプロトコル（ＳＯＡＰ）等に関しての仕様策定が行われている。 

    そうした中で、本調査検討会の実証実験からは、地図情報システム（ＧＩＳ）

の機能が強く求められた。このＧＩＳ関連のプロトコルについては、現在も多様

に存在しているが、我が国では国内標準基盤に関する一定の収束が見られつつあ

る状況であり、より有効な利活用が求められていくものと考える。 

    広域アプリケーションの構築に際して、基盤技術の標準化、統一化は避けては

通れない課題であり、上述したような標準化基盤技術は必要に応じて適宜導入を

検討していくべきものであるが、当然ながらこういった技術の導入効果は、あく

までも広域に展開されてはじめて意味をなすものである。 

どちらかといえばこの分野に関する議論は、従来からあまり活発でなく、その

ため各々の既存アプリケーションの共有化がスムーズに図れない状況にある。こ

のことは、単に九州地域だけに限っていることではないが、今後、広域アプリケ

ーションの本格的な普及促進を図っていくためには、基盤技術の動向等について

も必要な情報収集と調査を行っていくべきと考える。 

 

（２）広域アプリケーションのサービスとモデル 

 本調査検討会で対象とした、九州広域における危機管理情報の伝達・共有を目的

とする広域プラットフォーム上でのアプリケーションに関して、そのサービスの提

供者および受益対象者は、主には各地域における危機管理体制構築の役割を担う行

政機関であるだろう。 

現在、各自治体においては、自然災害、感染症発生等といった危機管理発生時に

対応した危機管理体制マニュアルが既に整備されており、それに基づく一連の行動

指針がきちんと出来上がっている。広域アプリケーションのサービスが果たす最大

の役割とは、その行動指針に基づく諸活動をできる限り迅速かつ正確に展開させて

いくために必要な情報収集と提供の支援である。また、危機管理発生時のみならず、

平常時における事前訓練、過去データからのシミュレーション計画等、様々な危機

管理対策業務に関しても、広域アプリケーションの特色を活かし、当該自治体間で

業務連携して実施展開できる機能が求められると考える。 

 さらに、他のシステムと同様、使いやすさ、汎用性や拡張性に配慮することはい

うまでもない。そのような視点が配慮されていないシステムは、結局いずれは使わ

れないものとなる恐れがあり、危機管理対応という非常に重要な役割を担うアプリ

ケーションであるからなおさら機能性に関しても十分留意しておく必要がある。 

基本的には、各地域における危機管理対応マニュアルがきちんと体系化されてい

なければ、提供するサービスも十分に効力を発揮しないので、構築に向けての具体

的な取り組みに際しては、当該地域の危機管理担当者相互の緊密な連携が重要であ

る。今回実証実験を行った防疫分野、また防災分野や地域医療分野等の危機管理の

みならず、教育研究分野、自治体業務分野等も含めて想定されるアプリケーション

を階層化した仕組みの上で検討していくことが現実的である。そのためにも、各自
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治体を超えた広い産学官体制も必要であろう。 

当然ながら「広域」というキーワードで検討するためには、地域単独では意味を

なさず、このような動き自体を九州全体で進めていくことが重要である。その中で、

統一アプリケーションの構築や既存アプリケーションの広域活用等、具体的な活用

形態の姿が対象とするサービス毎に浮かび上がってくるものと考えられ、引いては

地域の実情を十分に反映したより効果的な広域アプリケーションサービスの実現

へとつながることが期待される。 

広域アプリケーションシステムの構築論議のなかで、各自治体の危機管理対応マ

ニュアルがより一層広域化を考慮したものとなる可能性もあり、その結果、システ

ム構築検討そのものが九州広域での危機管理対応の進展に大きく貢献することも

考えられる。 
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３．広域ＩＣＴプラットフォーム管理運営体制 

 

本プラットフォームの最終的な実サービス化については、九州内の幅広いＩＣＴ産

学官関係者の意識統一等を踏まえた上でも、その実現までは大変多くの課題を抱える

ことになると思われる。特に直接の利用者となる自治体の理解や協力は不可欠であり、

そのため実サービス化までに、産学官による連携した新たな取組みが必要だと考える

ものである。 

 

（１）管理運営体制のあり方について 

本プラットフォームの管理運営について、実サービス化したプラットフォーム

が物理的にうまく動くということだけにとどまらず、機能的にも進化し続けるこ

とを想定して、下記のような管理運営体制案を検討した。 

まず、本プラットフォームのネットワーク、サーバー等のハード部門、ＩＰア

ドレスの運用・管理する部門に加え、防災や医療などの様々なアプリケーション

はそれぞれの専門性があることから、アプリケーションごとに部会を設けて運営

管理した方が望ましいと考える。 

さらに、新たなアプリケーションの追加の検討や、プラットフォームの効率・

機能の向上等を図るため、プラットフォームの利活用や各種実験を推進するワー

キンググループ、また調査研究や各種開発を支援するためのワーキンググループ

を設けることが適当であると考える。 

そして、これらの相互連携を促進させるためには、一体的な組織運営が望まし

いと考える。 

 

【九州広域ＩＣＴプラットフォーム・タスクフォース】 

   ○○○部会         【各アプリケーションの運営管理】 

         

      企画推進ワーキンググループ  【利活用推進、実証実験等推進】 

         

      技術開発ワーキンググループ  【技術動向調査、各種開発支援】 

 

       運用・管理  

 

なお、実サービス段階での管理運営維持コストがどの程度となり、また各地域

や団体がどのような負担形態となっていくかについては、まだまだ現状では詳細

な検討はされていないが、こういったプラットフォームの実サービス化に際して

は、費用対効果等について明確なコンセンサスを得ながら進めていくべきもので

あると考える。 
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（２）今後に向けてのまとめ 

現在、九州各県内においては、県域ネットワークあるいは広域イントラが既に

整備されており、個々のネットワークポリシーの基に管理運営がなされている。

このような個々の運営体制を見直し、九州全体として一元化した広域ネットワー

クシステムを構築しプラットフォームを運営していくことは、ひとつの究極的な

理想形ではあるものの、現状では課題も多い。ただし、将来構想としての議論は

継続して行っていく必要があると考えるものである。 

一方で、将来構想の議論と併行し、まずは短期的にでも広域ネットワークシス

テムの実現化を図っていくために、現状の個々のネットワークシステムをベース

とした広域ネットワーク構築シミュレーションを積極的に行い、その中で、いく

つかの具体的なアプリケーションを広域展開していくプラットフォーム構築へ

の実証実験を積み重ねていくことが重要な取り組みとなる。 

こういった取組みを推進していくためには、県内外におけるネットワーク管理

者相互の緊密な連携が必要であるのはもとより、シミュレーション実験から生じ

た様々な課題等の解決を支援するための産学官が加わった体制づくりも求めら

れる。 

そうしたネットワーク管理者と産学官が一体となった取り組みを継続的に推

進し、実証実験に関する一定の成果を示しつつ、九州内における産学官関係者相

互の意識を高めていくことが、九州広域ネットワークシステム構築実現に向けて

の当面の大きな目標と考える。 

本プラットフォームが構築でき、上記のような産学官連携体制での運営が実際

に始まれば、その取り組みは単なるＩＣＴプラットフォームという枠にとどまら

ず、九州全体の高度情報化を大きく牽引していく原動力になるものと期待される。 
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資料１：「九州広域ＩＣＴプラットフォーム調査検討会」開催要綱 

 

資料２：「九州広域ＩＣＴプラットフォーム調査検討会」構成員名簿 

 

資料３：「九州広域ＩＣＴプラットフォーム調査検討会」作業部会 開催要綱 

 

資料４：「九州広域ＩＣＴプラットフォーム調査検討会」作業部会 構成員名簿 

 



 



 

「「「「九州広域九州広域九州広域九州広域ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴプラットフォームプラットフォームプラットフォームプラットフォーム調査検討会調査検討会調査検討会調査検討会」」」」    

開催要綱開催要綱開催要綱開催要綱    

 

 

（名 称） 

第１条 本調査検討会は「九州広域ＩＣＴプラットフォーム調査検討会」（以下「調

査検討会」という。）と称する。 

 

（目 的） 

第２条 調査検討会は、九州広域での危機管理体制の確立に資する情報通信プラット

フォーム構築に向け、県域を越えた広範な危機管理情報の入手・伝達が可能となる

ネットワークやアプリケーションに関する調査検討を行うものとし、その結果を調

査検討会の成果として取りまとめることを目的とする。 

 

（調査検討項目） 

 第３条 調査検討会は、前条の目的を達成するために、次の事項について調査検討を

行う。 

  (1) 九州広域ＩＣＴプラットフォーム構築に向けての課題検討 

・広域ネットワークシステムの要件に関する技術的検討 

・広域アプリケーションサービスに関する検討 

・広域ＩＣＴプラットフォーム管理運営体制に関する検討 

(2) 防疫情報の共有化を事例とした課題抽出のための実証実験の実施 

(3) 調査検討の成果を広く周知するための周知啓発イベントの開催 

(4) その他必要な事項 

 

（構 成） 

第４条 調査検討会は、九州総合通信局長の委嘱を受けた委員をもって構成する。 

 

（組 織） 

第５条 調査検討会には座長及び座長代理を置く。 

２ 座長及び座長代理は、構成員の互選により定める。 

資料１ 



 

３ 調査検討会の事務局は、九州総合通信局に置き、九州総合通信局から本調査検討

に関する業務を委託された者がその運営を支援する。 

４ 座長は防疫情報の広域共用化のための実証実験を円滑・効率的に進めるため作業

部会を開催することができる。 

 

（運 営） 

第６条 調査検討会は座長が開催し主宰する。なお、座長が不在のときは、座長代理

がこれを代行する。 

２ 調査検討会を招集するときは、委員にあらかじめ日時、場所、議題を通知する。 

３ その他、運営に関する事項は調査検討会において定める。 

 

（開催期間） 

第７条 調査検討会は、平成２０年７月から平成２１年３月末までを目途に開催する。 

 

（会議の公開） 

第８条 調査検討会は、原則として公開とする。ただし、当事者又は第三者の権利、

利益や公共の利益を害する恐れがある場合等、座長が必要と認める場合は、その全

部又は一部を非公開とすることができる。 

２ 調査検討会の議事録については、開催後速やかに取りまとめ、九州総合通信局ホ

ームページで公開する。 

 

附 則 

この要綱は平成２０年７月２４日から施行する。 



 

「「「「九州広域九州広域九州広域九州広域ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴプラットフォームプラットフォームプラットフォームプラットフォーム調査検討会調査検討会調査検討会調査検討会」」」」 

構成員名簿構成員名簿構成員名簿構成員名簿    

 

 

（五十音順、敬称略） 

  氏 名          所 属 

池堂 和久   鹿児島県企画部 情報政策課長 

◎◎◎◎尾家尾家尾家尾家    祐二祐二祐二祐二            国立大学法人九州工業大学大学院情報工学院国立大学法人九州工業大学大学院情報工学院国立大学法人九州工業大学大学院情報工学院国立大学法人九州工業大学大学院情報工学院    教授教授教授教授    

小倉 正己   福岡県企画・地域振興部 情報政策課長 

神崎 治    長崎県総務部 情報政策課長 

志波 幸男   佐賀県統括本部 情報・業務改革課長 

長友 信裕   宮崎地域インターネット協議会 副会長 

中村 勝一   九州インターネットプロジェクト 実行委員会副委員長 

○○○○西野西野西野西野    浩明浩明浩明浩明            国立大学法人大分大学工学部国立大学法人大分大学工学部国立大学法人大分大学工学部国立大学法人大分大学工学部    准教授准教授准教授准教授    

西村 龍一郎  特定非営利活動法人ＮｅｔＣｏｍさが 事務局長 

広岡 淳二   九州情報通信連携推進協議会 事務局長 

藤川 武志   西日本電信電話株式九州事業本部法人営業部 公共営業部門長 

（兼務 福岡法人営業部 公共営業部門長） 

松永 正男   熊本県地域振興部 情報企画課長 

山崎 正幸   社団法人九州経済連合会情報通信委員会 企画部会長 

山戸 康弘   大分県企画振興部 ＩＴ推進課長 

渡邉 靖之   宮崎県県民政策部 情報政策課長 

 

◎座長 

○座長代理 

資料２ 



 

「「「「九州広域九州広域九州広域九州広域ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴプラットフォームプラットフォームプラットフォームプラットフォーム調査検討会調査検討会調査検討会調査検討会」」」」    

作業部会開催要綱作業部会開催要綱作業部会開催要綱作業部会開催要綱    

 

 

（目 的） 

第１条 九州広域ＩＣＴプラットフォーム調査検討会作業部会（以下「作業部会」と

いう。）は、防疫情報の広域共用化のための実証実験を円滑・効率的に進めるため、

調査検討会の決定に基づき必要な作業を行う。 

 

（作業事項） 

 第２条 作業事項は、調査検討会が定めた実証実験の実施に必要な事項とし、詳細に

ついては作業部会において検討する。 

 

（構 成） 

第３条 作業部会には部会長を置くものとし、部会長は調査検討会の座長が指名する。 

２  作業部会の構成員は別紙のとおりとする。ただし、部会長が必要と認める場合

は、随時、構成員の追加等を行うことができる。 

 

（運 営） 

第４条 作業部会は部会長が召集し主宰する。 

２ 作業部会の運営に関して必要な事項は、部会長が作業部会に諮って定める。 

 

（事務局） 

第５条 作業部会の事務局は、九州総合通信局から業務を委託された者がその運営を

行う。 

 

（開催期間） 

第６条 作業部会の開催期間は調査検討会の開催期間内とする。 

 

 

附 則 

この要綱は平成２０年７月２４日から施行する。 

資料３ 



 

「「「「九州広域九州広域九州広域九州広域ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴプラットフォームプラットフォームプラットフォームプラットフォーム調査検討会調査検討会調査検討会調査検討会」」」」    

作業部会作業部会作業部会作業部会    構成員名簿構成員名簿構成員名簿構成員名簿    

 

 

（五十音順、敬称略） 

  氏 名          所 属 

尾形 長彦   大分県農林水産部家畜衛生飼料室 主査 

清水 宣雄   大分県企画振興部ＩＴ推進課 主査 

長友 大輔   宮崎県県民政策部情報政策課 主任技師 

◎◎◎◎長友長友長友長友    信裕信裕信裕信裕            宮崎地域宮崎地域宮崎地域宮崎地域インターネットインターネットインターネットインターネット協議会協議会協議会協議会    副会長副会長副会長副会長    

広岡 淳二   九州情報通信連携推進協議会 事務局長 

堀井 洋一郎  宮崎大学農学部獣医学科 教授 

山下 裕之   宮崎県農政水産部畜産課 主任技師 

 

◎部会長 
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